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規 則

高知県林業・木材産業改善資金貸付規則の一部を改正する規則

をここに公布する。

平成23年 3 月23日

高知県知事　尾﨑　正直

高知県規則第 9 号

高知県林業・木材産業改善資金貸付規則の一部を改正す

る規則

高知県林業・木材産業改善資金貸付規則（平成16年高知県規則

第 6 号）の一部を次のように改正する。

第 2 条に次のただし書を加える。

ただし、融資機関が次の各号のいずれかに該当すると認める

ときを除く。

( 1 )　その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこ

れらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を

有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社

員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配

力を有するものと認められる者を含む。以下この条において

同じ。）が暴力団員等（高知県暴力団排除条例（平成22年高

知県条例第36号。以下「暴排条例」という。）第 2 条第 3 号

に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）であるとき。

( 2 )　暴力団員等がその事業活動を支配しているとき。

( 3 )　暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助

者として使用しているとき。

( 4 )　暴力団（暴排条例第 2 条第 1 号に規定する暴力団をい

う。以下同じ。）又は暴力団員等がその経営又は運営に実質

的に関与しているとき。

( 5 )　いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力

団員等に対して、金銭、物品その他財産上の利益を与え、又

は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は運

営に協力し、又は関与したとき。

( 6 )　業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実

質的に関与していると認められる者であることを知りなが

ら、これを利用したとき。

( 7 )　その役員が、自己、その属する融資機関若しくは第三者

の利益を図り、又は第三者に損害を加えることを目的とし

て、暴力団又は暴力団員等を利用したとき。

( 8 )　その役員が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難される

べき関係を有しているとき。

第 3 条第 1 項中「法第 2 条第 1 項の林業・木材産業改善措置

（以下「林業・木材産業改善措置」という」を「林業・木材産業

改善措置（法第 2 条第 1 項に規定する林業・木材産業改善措置を

いう。以下同じ」に改める。

第 4 条第 1 項中「林業・木材産業改善資金」を「貸付金」に、

「掲げる者」を「掲げる者（第18条第 1 項第 3 号から第 5 号まで

のいずれかに該当すると認められるときを除く。）」に改める。

第 5 条の見出しを「（貸付資格の認定の手続）」に改め、同条

第 1 項中「（以下「貸付資格認定申請書」という。）」を削り、

同条第 2 項中「場合には」を「場合にあっては」に改め、同条第

 3 項中「前項の認定」を「貸付資格の認定」に、「困難なものに

ついては」を「困難なものにあっては」に、「事業完了」を「事

業の完了」に改め、同条第 4 項中「した場合には、」を「したと

きは」に改め、「（次条において「資格認定書」という。）」を

削り、「貸付資格の申請」を「貸付資格の認定の申請」に、「、

その旨」を「その旨」に改める。

第 6 条の見出し中「貸付金」を「貸付け」に改め、同条第 1 項

中「林業・木材産業改善資金の」を「貸付金の」に、「以下「借

入申込者」を「次条第 3 項において「借入申込者」に、「融資機

関」を「、融資機関」に改め、「（以下「借入申込書」とい

う。）」を削り、「資格認定書」を「林業・木材産業改善資金貸

付資格認定書」に、「提出するものとする」を「提出しなければ

ならない」に改め、同条第 2 項中「林業・木材産業改善資金の」

を「貸付金の」に改める。

第 7 条の見出しを「（貸付けの決定）」に改め、同条第 1 項中

「融資機関から」を「融資機関から前条第 2 項の」に改め、同条

第 2 項中「前項の」を「前項の規定により」に、「行った場合

は、」を「行ったときは」に改め、同条第 3 項中「前項の」を

「前項の規定により」に、「貸付の」を「貸付金の貸付けの」

に、「、又は貸付」を「又は貸付金の貸付け」に改める。

第 8 条の見出し中「貸付金」を「県貸付金」に改め、同条第 2 

項中「規定による」を「林業・木材産業改善資金県貸付金支払請

求書の」に改める。

第 9 条第 1 項中「以下この条」を「以下この項」に、「貸付け

る林業・木材産業改善資金」を「貸し付ける貸付金」に改め、同

条第 2 項中「林業・木材産業改善資金」を「貸付金」に、「適当

と」を「適当であると」に改める。

第10条第 1 項中「林業・木材産業改善資金」を「貸付金」に改

め、同条第 2 項中「知事に対しその旨の報告を行わなければ」を

「その旨を知事に報告しなければ」に改める。

第11条第 1 項中「林業・木材産業改善資金」を「貸付金」に改

める。

第13条第 1 項中「以下」を「以下この条において」に、「受け

た場合には」を「受けたときは」に改め、同条第 3 項中「実施報

告書又は」を「実施報告書又は前項の」に改める。

第14条第 1 項中「当該認定」を「当該貸付資格の認定」に改

め、同条第 2 項中「当該貸付け」を「当該貸付金の貸付け」に、

「融資機関に対して」を「融資機関に」に改める。

第15条第 1 項中「次条又は第17条」を「次条第 1 項又は第17条

第 1 項」に改め、「（次項において「償還方法変更申請書」とい

う。）」を削り、同条第 2 項中「償還方法変更申請書を」を「前

項の林業・木材産業改善資金償還方法変更申請書を」に改め、

「（次項において「県貸付金償還方法変更申請書」という。）」

を削り、同条第 3 項中「県貸付金償還方法変更申請書を受理した

とき」を「前項の林業・木材産業改善資金県貸付金償還方法変更

申請書を受理した場合」に改め、同条第 4 項中「知事は、」を

「知事は、前項の規定により」に、「、別記第13号様式」を「別

記第13号様式」に、「通知することとし」を「通知し」に改め、

同条第 5 項中「前項の」を「前項の規定による」に改める。

目次中◎印のあるものは、高知県法規集に登載するものです。
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第16条第 1 項中「林業・木材産業改善資金」を「貸付金」に、

「生じた場合には」を「生じた場合は」に改める。

第17条第 1 項中「前条」を「前条第 1 項」に、「申し出るもの

とする」を「申し出なければならない」に改め、同条第 2 項中

「申し出」を「申出」に改める。

第18条第 1 項中「該当する場合には」を「該当する場合は」に

改め、同項第 3 号中「前 2 号」を「前各号」に改め、同号を同項

第 6 号とし、同項第 2 号の次に次の 3 号を加える。

( 3 )　暴力団又は暴力団員等であるとき。

( 4 )　暴排条例第18条又は第19条の規定に違反したとき。

( 5 )　法人その他の団体の場合にあっては、第 2 条ただし書各

号のいずれかに該当すると認めるとき。ただし、法人格のな

い団体については、同条ただし書中「役員」とあるのは、

「代表者その他これと同等の責任を有する者」と読み替える

ものとする。

第18条第 3 項中「該当する場合には」を「該当する場合は」に

改め、同項第 4 号中「前 3 号」を「前各号」に改め、同号を同項

第 5 号とし、同項第 3 号の次に次の 1 号を加える。

( 4 )　第 2 条ただし書各号のいずれかに該当すると認めると

き。

第19条第 1 項中「（次項において「支払猶予申請書」とい

う。）」を削り、「分割払い」を「分割払」に改め、同条第 2 項

中「支払猶予申請書を」を「前項の林業・木材産業改善資金支払

猶予申請書を」に改め、「（次項において「県貸付金支払猶予申

請書」という。）」を削り、同条第 3 項中「県貸付金支払猶予申

請書」を「前項の林業・木材産業改善資金県貸付金支払猶予申請

書」に、「適当と認めた場合」を「適当であると認めたとき」に

改め、同条第 4 項中「知事は、」を「知事は、前項の規定によ

り」に、「通知するものとし」を「通知し」に、「通知しなけれ

ばならない」を「通知するものとする」に改め、同条第 5 項中

「前項の」を「前項の規定による」に改める。

第24条の見出し中「提出」を「経由」に改め、同条中「知事に

対してこの規則に基づく」を「この規則の規定により知事に」

に、「行うものとする」を「行わなければならない」に改める。

第25条の見出しを「（委任）」に改める。

別記第 7 号様式裏面中

「(10)　前各号に掲げる場合のほか、甲が債権保全上著しい支

障があると認めたとき。　　　　　　　　　　　　　　　」

を

「(10)　乙が高知県林業・木材産業改善資金貸付規則第 2 条た

だし書各号のいずれかに該当すると甲が認めたとき。

(11)　前各号に掲げる場合のほか、甲が債権保全上著しい支

障があると認めたとき。　　　　　　　　　　　　　　　」

に改める。

附　則

（施行期日）

 1 　この規則は、平成23年 4 月 1 日から施行する。

（経過措置）

 2 　この規則による改正前の高知県林業・木材産業改善資金貸付

規則別記様式は、この規則による改正後の高知県林業・木材産

業改善資金貸付規則の規定にかかわらず、残品の限度で使用す

ることができる。

高知県立月見山こどもの森の設置及び管理に関する条例施行規

則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成23年 3 月23日

高知県知事　尾﨑　正直

高知県規則第10号

高知県立月見山こどもの森の設置及び管理に関する条例

施行規則の一部を改正する規則

高知県立月見山こどもの森の設置及び管理に関する条例施行規

則（昭和55年高知県規則第45号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 1 項中「月見山こどもの森のキャンプ場若しくはこど

もの森ハウス」を「月見山こどもの森のキャンプ場（第 4 条にお

いて「キャンプ場」という。）若しくは月見山こどもの森のこど

もの森ハウス（第 4 条において「こどもの森ハウス」とい

う。）」に改め、「別に」を削る。

第 3 条第 1 項中「前条第 1 項又は第 2 項」を「前条」に改め、

「別に」を削る。

第 4 条第 1 項中「当該月見山こどもの森のキャンプ場若しくは

こどもの森ハウスの利用」を「当該キャンプ場若しくはこどもの

森ハウスの利用」に改め、同条第 2 項中「月見山こどもの森の

キャンプ場若しくはこどもの森ハウス」を「キャンプ場若しくは

こどもの森ハウス」に改め、「別に」を削り、同条第 3 項中「知

事に」を「知事に対して」に改める。

第 5 条第 1 項中「別に」を削る。

第 7 条第 2 項第 2 号中「、寄附行為」を削り、同項第 3 号中

「法人以外の団体にあっては」を「法人以外の団体にあっては当

該団体の」に改める。

第 8 条中「知事が」を「知事が別に」に改め、「、別に」を削

る。

別記第 1 号様式から別記第 4 号様式までの規定中「（月見山こ

どもの森のキャンプ場・こどもの森ハウスの利用）」を「（の

キャンプ場の利用・のこどもの森ハウスの利用）」に改める。

別記第 5 号様式中「高知県立月見山こどもの森の設置及び管理

に関する条例第12条の規定により」を削り、「受けたいので、」

を「受けたいので、高知県立月見山こどもの森の設置及び管理に

関する条例第12条の規定により」に改め、「、寄附行為」を削

り、「法人以外の団体にあっては」を「法人以外の団体にあって

は当該団体の」に改める。

附　則

この規則は、平成23年 4 月 1 日から施行する。

高知県環境影響評価条例施行規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。

平成23年 3 月23日

高知県知事　尾﨑　正直

高知県規則第11号

高知県環境影響評価条例施行規則の一部を改正する規則

高知県環境影響評価条例施行規則（平成11年高知県規則第63

号）の一部を次のように改正する。

別表第 3 の 6 の項中「第15条の 2 の 5 第 1 項」を「第15条の 2 

の 6 第 1 項」に、「第 9 条の 3 第 1 項若しくは第 7 項」を「第 9 

条の 3 第 1 項若しくは第 8 項」に改める。

附　則

この規則は、平成23年 4 月 1 日から施行する。

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則の一部を改正する

規則をここに公布する。

平成23年 3 月23日

高知県知事　尾﨑　正直

高知県規則第12号

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則の一部を改

正する規則

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（昭和54年高知県

規則第53号）の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

高知県廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則

第 1 条中「施行するため」を「施行するため、法」に、「第 4 

条において」を「以下」に改める。

第 2 条の見出し中「の許可証」を「に係る許可証の交付」に改

め、同条中「当該施設の」を「当該一般廃棄物処理施設に係る」

に、「当該許可」を「当該設置の許可又は変更の許可」に改め

る。

第 4 条を削る。

第 3 条第 1 項中「別記第 2 号様式」を「別記第 3 号様式」に改

め、同条第 2 項中「前項の」を「前項の規定による」に、「指定

を行うことが適当と認めたときは、別記第 3 号様式により当該申

請者を指定する」を「同項の指定をするときは、別記第 4 号様式

による指定書を当該指定に係る申請をした者に交付する」に改

め、同条第 3 項中「別記第 4 号様式」を「別記第 5 号様式」に改

め、同条第 4 項中「前項の」を「前項の規定による」に、「指定
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を行うことが適当と認めたときは、別記第 5 号様式により当該申

請者を指定する」を「同項の指定をするときは、別記第 6 号様式

による指定書を当該指定に係る申請をした者に交付する」に改

め、同条第 5 項中「第 2 項又は前項」を「第 1 項又は第 3 項」

に、「別記第 6 号様式による産業廃棄物再生利用業の事業範囲変

更指定申請書」を「別記第 7 号様式による産業廃棄物再生利用業

事業範囲変更指定申請書」に改め、同条第 6 項中「第 2 項又は第

 4 項」を「第 1 項又は第 3 項」に、「次に掲げる」を「次の各号

に掲げるいずれかの」に、「別記第 7 号様式による産業廃棄物再

生利用業変更（廃止）届出書」を「別記第 8 号様式による産業廃

棄物再生利用業変更等届出書」に改め、同項第 1 号及び第 2 号を

次のように改める。

( 1 )　住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

( 2 )　氏名（法人にあっては、名称又は代表者の氏名）

第 3 条第 6 項第 3 号中「及び」を「又は」に改め、同項第 4 号

中「及びその設置場所並びに主要な施設の」を「の種類、設置の

場所、」に改め、同項第 6 号を削り、同項第 5 号を同項第 6 号と

し、同項第 4 号の次に次の 1 号を加える。

( 5 )　事業に係る取引関係

第 3 条第 6 項を同条第 7 項とし、同条第 5 項の次に次の 1 項を

加え、同条を第 4 条とする。

 6 　知事は、前項の規定による申請があった場合において、第 1 

項又は第 3 項の指定を変更するときは、別記第 4 号様式による

指定書又は別記第 6 号様式による指定書を当該指定に係る申請

をした者に交付するものとする。

第 2 条の次に次の 1 条を加える。

（一般廃棄物処理施設に係る熱回収施設設置者の認定証の交付

等）

第 3 条　知事は、法第 9 条の 2 の 4 第 1 項の認定をしたときは、

別記第 2 号様式による熱回収施設設置者認定証を当該認定に係

る申請をした者に交付するものとする。

 2 　省令第 5 条の 5 の 5 の規定は一般廃棄物処理施設に係る熱回

収施設設置者の認定の更新の申請について、省令第12条の11の

 5 の規定は産業廃棄物処理施設に係る熱回収施設設置者の認定

の更新の申請について準用する。

第 5 条第 1 号から第12号までを削り、同条第13号中「法第15条

の 2 の 4 の規定による」を「省令第12条の 7 の17第 2 項の」に、

「別記第24号様式」を「別記第 9 号様式」に改め、同号を同条第

 1 号とし、同条第14号中「第12条の 7 の 7 第 4 項の」を「第12条

の 7 の17第 4 項の産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄

物に係る届出に係る」に、「別記第25号様式」を「別記第10号様

式」に改め、同号を同条第 2 号とし、同条第15号中「第12条の 7 

の 7 第 5 項の規定による」を「第12条の 7 の17第 5 項の規定によ

る産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物に係る届出に

係る産業廃棄物処理施設の種類の変更等の」に、「別記第26号様

式」を「別記第11号様式」に改め、同号を同条第 3 号とし、同条

に次の 4 号を加える。

( 4 )　政令第17条第 1 項の廃棄物再生事業者の登録の申請書　

別記第12号様式

( 5 )　政令第19条の廃棄物再生事業者の登録証明書　別記第13

号様式

( 6 )　政令第20条の規定による登録廃棄物再生事業者の住所等

の変更の届出書　別記第14号様式

( 7 )　政令第21条の規定による登録廃棄物再生事業者の事業場

の休廃止等の届出書　別記第15号様式

第 5 条に次の 1 項を加える。

 2 　次に掲げる一般廃棄物処理施設又は一般廃棄物に係る書類の

様式は、それぞれ省令に規定する産業廃棄物処理施設又は産業

廃棄物に係る様式の例による。

( 1 )　法第 8 条第 2 項の一般廃棄物処理施設の設置の許可の申

請書又は法第 9 条の 3 第 1 項の規定による市町村の設置に係

る一般廃棄物処理施設の設置の届出書

( 2 )　省令第 4 条の 4 第 1 項の一般廃棄物処理施設の使用前の

検査の申請書

( 3 )　省令第 4 条の 4 の 2 の一般廃棄物処理施設の定期検査の

申請書

( 4 )　省令第 4 条の 4 の 4 の一般廃棄物処理施設の定期検査の

結果を通知する書面

( 5 )　省令第 4 条の17の特定一般廃棄物最終処分場に係る報告

書

( 6 )　省令第 5 条の 3 第 1 項の一般廃棄物処理施設に係る変更

の許可の申請書又は省令第 5 条の 8 第 1 項の市町村の設置に

係る一般廃棄物処理施設に係る変更の届出書

( 7 )　省令第 5 条の 4 の 2 第 1 項の一般廃棄物処理施設に係る

軽微な変更等の届出書又は省令第 5 条の 9 の 2 第 1 項の市町

村の設置に係る一般廃棄物処理施設に係る軽微な変更等の届

出書

( 8 )　省令第 5 条の 5 第 1 項の一般廃棄物の最終処分場に係る

埋立処分の終了の届出書又は省令第 5 条の10第 1 項の市町村

の設置に係る一般廃棄物の最終処分場に係る埋立処分の終了

の届出書

( 9 )　省令第 5 条の 5 の 2 第 1 項の一般廃棄物の最終処分場の

廃止の確認の申請書又は省令第 5 条の10の 2 第 1 項の市町村

の設置に係る一般廃棄物の最終処分場の廃止の確認の申請書

(10)　省令第 5 条の 5 の 5 第 1 項の熱回収の機能を有する一般

廃棄物処理施設に係る認定の申請書

(11)　省令第 5 条の 5 の10第 1 項の熱回収の機能を有する一般

廃棄物処理施設の認定熱回収施設設置者に係る休廃止等の届

出書

(12)　省令第 5 条の 5 の11第 1 項の熱回収の機能を有する一般

廃棄物処理施設における熱回収に係る報告書

(13)　省令第 5 条の11第 1 項の一般廃棄物処理施設の譲受け等

の許可の申請書

(14)　省令第 5 条の12第 1 項の一般廃棄物処理施設の設置者で

ある法人の合併又は分割の認可の申請書

(15)　省令第 6 条第 1 項の一般廃棄物処理施設の設置者に係る

相続の届出書

第 6 条の見出し中「及び経由先」を削り、同条中「前条各号に

掲げる書類及び次に掲げる書類は、当該施設の所在地を所管する

福祉保健所長を経由して提出するものとし、」を「法、政令、省

令又はこの規則の規定により知事に提出する書類（添付する書

類、図面等を含む。）の」に、「 3 部」を「知事が別に定めるも

のを除き、 2 部（産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄

物に係るものにあっては、 3 部）」に改め、同条各号を削る。

第 7 条の見出しを「（委任）」に改め、同条中「に定めるもの

のほか、法」を削る。

別記様式を次のように改める。
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附　則

この規則は、平成23年 4 月 1 日から施行する。

高知県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。

平成23年 3 月23日

高知県知事　尾﨑　正直

高知県規則第13号

高知県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部を改正する規則

高知県沿岸漁業改善資金貸付規則（昭和54年高知県規則第59

号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 1 項中「次に掲げるもの（以下「沿岸漁業従事者等」

という。）」を「沿岸漁業従事者等」に改め、同項各号を削り、

同項に次のただし書を加える。

ただし、沿岸漁業従事者等が次の各号のいずれかに該当する

と認めるときを除く。

( 1 )　暴力団（高知県暴力団排除条例（平成22年高知県条例第

36号。以下この項において「暴排条例」という。）第 2 条第

 1 号に規定する暴力団をいう。以下この項において同じ。）

又は暴力団員等（暴排条例第 2 条第 3 号に規定する暴力団員

等をいう。以下この項において同じ。）であるとき。

( 2 )　暴排条例第18条又は第19条の規定に違反した事実がある

とき。

( 3 )　その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこ

れらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を

有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社

員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配

力を有するものと認められる者を含み、法人格のない団体に

あっては、代表者、理事その他これらと同等の責任を有する

者をいう。以下この項において同じ。）が暴力団員等である

とき。

( 4 )　暴力団員等がその事業活動を支配しているとき。

( 5 )　暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助

者として使用しているとき。

( 6 )　暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関

与しているとき。

( 7 )　いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力

団員等に対して、金銭、物品その他財産上の利益を与え、又

は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は運

営に協力し、又は関与したとき。

( 8 )　業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実

質的に関与していると認められる者であることを知りなが

ら、これを利用したとき。

( 9 )　その役員が、自己、その属する団体若しくは第三者の利

益を図り、又は第三者に損害を加えることを目的として、暴

力団又は暴力団員等を利用したとき。

(10)　その役員が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難される

べき関係を有しているとき。

第 2 条第 3 項を同条第 4 項とし、同条第 2 項中「前項」を「第

 1 項」に改め、同項ただし書中「営んでいる場合」を「営んでい

るとき、第 1 項ただし書各号のいずれかに該当すると認められる

とき」に改め、同項を同条第 3 項とし、同条第 1 項の次に次の 1 

項を加える。

 2 　前項の沿岸漁業従事者等（以下「沿岸漁業従事者等」とい

う。）とは、次に掲げるものをいう。

( 1 )　法第 2 条第 1 項に規定する沿岸漁業の従事者

( 2 )　前号に掲げる者の組織する団体（法人格のない団体に

あっては、知事が別に定める基準に適合するものに限る。以

下同じ。）

( 3 )　沿岸漁業を営む会社で、その常時使用する従業者の数が

20人以下であるもの

第 9 条中「該当する場合には」を「該当する場合は」に、「償

還を請求することができるものとする」を「償還を期限を示して

請求することができる」に改め、同条第 3 号中「前 2 号」を「前

 3 号」に改め、同号を同条第 4 号とし、同条第 2 号の次に次の 1 

号を加える。

( 3 )　第 2 条第 1 項ただし書各号のいずれかに該当すると認め

るとき。

第14条第 2 号中「最終期限」を「最終償還期限」に、「判断さ

れ、」を「判断され、かつ、」に、「困難と」を「困難である

と」に改める。

第15条中「規則」を「規則の規定」に、「経由するものとす

る」を「経由しなければならない」に改める。

別記第 4 号様式中

「( 9 )　その他甲が債権保全上著しい支障があると認めたと

き。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

を

「( 9 )　乙が高知県沿岸漁業改善資金貸付規則第 2 条第 1 項た

だし書各号のいずれかに該当すると甲が認めたとき。

(10)　前各号に掲げる場合のほか、甲が債権保全上著しい支

障があると認めたとき。　　　　　　　　　　　　　　　」

に改める。

附　則

（施行期日）

 1 　この規則は、平成23年 4 月 1 日から施行する。

（経過措置）

 2 　この規則による改正前の高知県沿岸漁業改善資金貸付規則別

記様式は、この規則による改正後の高知県沿岸漁業改善資金貸

付規則の規定にかかわらず、残品の限度で使用することができ

る。

高知県立盲ろう福祉会館の設置及び管理に関する条例施行規則

を廃止する規則をここに公布する。

平成23年 3 月23日

高知県知事　尾﨑　正直

高知県規則第14号

高知県立盲ろう福祉会館の設置及び管理に関する条例施

行規則を廃止する規則

高知県立盲ろう福祉会館の設置及び管理に関する条例施行規則

（昭和55年高知県規則第36号）は、廃止する。

附　則

この規則は、平成23年 4 月 1 日から施行する。

告 示

高知県告示第159号

昭和54年12月高知県告示第729号（高知県沿岸漁業改善資金貸

付基準の定め）の一部を次のように改正し、平成23年 4 月 1 日か

ら施行する。

平成23年 3 月23日

高知県知事　尾﨑　正直

「第 2 条第 3 項」を「第 2 条第 4 項」に改める。

第 1 の表 1 の項中「中小企業者であって」を「中小企業者で

あって、自ら又は当該中小企業者が団体である場合におけるその

直接若しくは間接の構成員が」に改め、「（認定農商工等連携事

業計画（同条第 1 項の認定を受けた同項に規定する農商工等連携

事業計画をいう。）の作成主体が事業協同組合等の中小企業者の

組織する団体である場合にあっては、当該団体の直接又は間接の

構成員である中小企業者が認定農商工等連携事業（同法第 8 条第

 1 項に規定する認定農商工等連携事業をいう。）として、認定農

商工等連携事業者（同法第 5 条第 1 項に規定する認定農商工等連

携事業者をいう。）である沿岸漁業従事者等（沿岸漁業を営む個

人、沿岸漁業を営む漁業生産組合、沿岸漁業を営み、又は沿岸漁

業を営む者を組合員とする漁業協同組合、沿岸漁業を営み、又は

沿岸漁業を営む者を構成員とする協業体（漁業生産組合及び漁業

協同組合を除く。）及び沿岸漁業を営む会社（その常時使用する

従業者の数が20人以下であるものに限る。）をいう。）が実施す

る措置を支援するときは、当該構成員である中小企業者を含

む。）」を削る。

公営企業局管理規程

高知県公営企業局電気事業及び工業用水道事業財務規程の一部
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を改正する規程を次のように定める。

平成23年 3 月23日

高知県公営企業局長　長瀬　順一

高知県公営企業局管理規程第 3 号

高知県公営企業局電気事業及び工業用水道事業財務規程

の一部を改正する規程

高知県公営企業局電気事業及び工業用水道事業財務規程（昭和

37年高知県電気局管理規程第 2 号）の一部を次のように改正す

る。

別表第 1 高知県電気事業勘定科目表の収益の表中

営業外収益

「

」

を

「

営業外収益

駐車場収益

」

に改め、同表高知県電気事業勘定科目表の費用の表中

「

雑支出

雑口

」

を

「

駐車場管理費

駐車場料金

雑費

消耗品費

修繕費

委託料

交付金及び諸税

通信運搬費

雑費

」

雑支出

に改め、同表高知県電気事業勘定科目表の資産の表中「外さく・

整地」を「外柵・整地」に、

「

営業外未収金

」

を

「

営業外未収金

」

未収駐車場収益

その他営業外未収金

に、「雑口」を「その他前払費用」に改め、同表高知県電気事業

勘定科目表の資本の表中

「

」

減債組入金

建設改良組入金

中小水力発電開発改良積立金

を

「

」

減債積立金組入額

中小水力発電開発改良積立金組入額

地域振興積立金組入額

に、「減債等積立金」を「減債積立金」に、

「

中小水力発電開発改良積立

金

を

「

中小水力発電開発改良積立

金

地域振興積立金

」

」

に改め、同表高知県電気事業勘定科目表の負債の表中

「

営業外前受金

」

を

「

営業外前受金
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に改める。

附　則

この規程は、平成23年 4 月 1 日から施行する。

高知県工業用水道規程の一部を改正する規程を次のように定め

る。

平成23年 3 月23日

高知県公営企業局長　長瀬　順一

高知県公営企業局管理規程第 4 号

高知県工業用水道規程の一部を改正する規程

高知県工業用水道規程（昭和41年高知県企業局管理規程第 3 

号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 1 項中「第 5 条の第 1 項」を「第 5 条第 1 項」に改め

る。

別表中「及び工業用水道事業管理者が短期間の使用者と認めた

もの」を削り、「 1 以外」を「 1 の使用者以外」に改める。

附　則

この規程は、平成23年 4 月 1 日から施行する。

高知県工業用水道有料駐車場管理規程の一部を改正する規程を

次のように定める。

平成23年 3 月23日

高知県公営企業局長　長瀬　順一

」

に改め、同表高知県工業用水道事業勘定科目表の費用の表中

「

前受駐車場料金

その他営業外前受金

雑損失

」

を

「

雑支出

雑損失

」

高知県公営企業局管理規程第 5 号

高知県工業用水道有料駐車場管理規程の一部を改正する

規程

高知県工業用水道有料駐車場管理規程（平成12年高知県企業局

管理規程第 1 号）の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

高知県電気事業有料駐車場及び工業用水道有料駐車場管

理規程

第 1 条中「高知県工業用水道有料駐車場料金徴収条例（平成11

年高知県条例第53号。以下「条例」という。）第 7 条」を「高知

県電気事業有料駐車場及び工業用水道有料駐車場料金徴収条例

（平成11年高知県条例第53号。以下「条例」という。）」に、

「施行について」を「施行に関し」に改める。

第 2 条の見出しを「（供用期間及び供用時間）」に改め、同条

中「工業用水道有料駐車場」を「電気事業有料駐車場及び工業用

水道有料駐車場」に、「という。）の」を「という。）の供用期

間及び」に、「掲げるとおり」を「定めるとおり」に改め、同条

ただし書中「工業用水道事業管理者（以下「管理者」を「高知県

公営企業局長（以下「局長」に、「これを」を「これらを」に改

め、同条の表を次のように改める。

施設の区分

駐車場施設

洗車場施設

供用期間

 1 月 1 日から12月31日まで

 1 月 1 日から 3 月31日まで及び

10月 1 日から12月31日まで

 4 月 1 日から 9 月30日まで

供用時間

終日

午前 7 時から

午後 8 時まで

午前 7 時から

午後 9 時まで

第 3 条中「 5 メートル以下」を「 5 メートル以下（長さ3.4メ

ートルの駐車場施設の区画にあっては、3.4メートル以下）」に

改める。

第 4 条の見出しを「（洗車場施設の料金）」に改め、同条中

「掲げるとおり」を「定めるとおり」に改め、同条の表を次のよ

うに改める。

種類

水洗い

標準洗い

内容

水（ 5 分）

水（ 2 分）＋洗剤（ 2 分）＋水（ 3 

分）

料金

286円

381円

第 5 条の見出し中「の申請」を削り、同条中「工業用水道有料

駐車場利用許可申請書」を「駐車場施設利用許可申請書」に、

「管理者」を「局長」に、「関係書類」を「書類」に改める。

第 6 条の見出し中「交付」を「交付等」に改め、同条中「管理

者」を「局長」に、「、別記第 2 号様式による工業用水道有料駐

車場利用許可書」を「別記第 2 号様式による駐車場施設利用（変

更・更新）許可書」に改める。

第 7 条ただし書中「管理者」を「局長」に改める。

第 8 条の見出し中「許可の申請」を「許可等」に改め、同条第

 1 項中「許可の」を「当該許可の」に、「利用する」を「利用し

ようとする」に、「工業用水道有料駐車場利用変更許可申請書」

を「駐車場施設利用変更許可申請書」に、「管理者」を「局長」

に、「関係書類」を「書類」に改め、同条第 2 項中「管理者」を

「局長」に、「、別記第 2 号様式による工業用水道有料駐車場利

用変更許可書」を「別記第 2 号様式による駐車場施設利用（変更

・更新）許可書」に改める。

第 9 条第 2 項中「許可期間は、」を「許可期間は、これを」に

改め、同条第 3 項中「第 1 項に規定する」を削り、「更新」を

「更新の許可」に改め、同条第 4 項中「管理者」を「局長」に、

「工業用水道有料駐車場利用更新許可書」を「駐車場施設利用

（変更・更新）許可書」に改める。

第10条中「の規定による利用の」を「、第 8 条第 1 項又は前条

第 2 項の規定による駐車場施設の利用に係る」に、「権利を」を

「権利を他人に」に改める。

第11条中「駐車場施設の利用を」を「当該駐車場施設の利用

を」に、「工業用水道有料駐車場利用廃止届出書を管理者」を

「駐車場施設利用廃止届を局長」に改める。

第12条の見出し中「許可」を「許可等」に改め、同条中「管理

者」を「局長」に、「その許可」を「この規程の規定による許

可」に改め、同条第 1 号中「料金」を「駐車場施設の料金」に改

め、同条第 2 号中「行為により」を「行為によりこの規程の規定

による」に改め、同条第 3 号中「及び」を「又は」に改める。

ロング洗い

ワックス使

用洗い

洗剤

ワックス

クリーナー

水（ 2 分）＋洗剤（ 3 分）＋手洗い

（ 3 分）＋水（ 4 分）

水（ 2 分）＋洗剤（ 3 分）＋手洗い

（ 3 分）＋ワックス（1.5分）＋水

（ 3 分）

 2 分

 2 分

 5 分

477円

572円

191円

191円

96円
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第13条第 1 項中「次に掲げる」を「次の各号のいずれかに該当

する」に改め、同項第 1 号中「駐車場施設の利用を」を「当該駐

車場施設の利用を」に改め、同項第 3 号中「管理者が特に必要が

あると」を「料金を還付することが適当であると局長が」に改

め、同条第 2 項中「工業用水道有料駐車場料金還付請求書を管理

者」を「駐車場施設等料金還付請求書を局長」に改め、同条第 3 

項中「管理者」を「局長」に、「工業用水道有料駐車場料金還付

決定通知書」を「駐車場施設等料金還付決定通知書」に改める。

第14条第 1 項中「の利用者」を「を利用する者」に改め、同条

第 2 項中「管理者は、前項各号のいずれかに」を「局長は、前項

各号に掲げるいずれかの事項に」に改める。

第15条及び第16条中「の利用者」を「を利用する者」に、「管

理者」を「局長」に改める。

第17条の見出し中「管理者」を「有料駐車場の管理者」に改

め、同条中「管理者」を「局長」に改める。

第18条中「管理者」を「局長」に改める。

別記様式を次のように改める。
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附　則

（施行期日）

 1 　この規程は、平成23年 4 月 1 日から施行する。

（経過措置）

 2 　この規程による改正前の高知県工業用水道有料駐車場管理規

程別記様式は、この規程による改正後の高知県電気事業有料駐

車場及び工業用水道有料駐車場管理規程の規定にかかわらず、

残品の限度で使用することができる。

高知県公営企業局職員就業規程等の一部を改正する規程を次の

ように定める。

平成23年 3 月23日

高知県公営企業局長　長瀬　順一

高知県公営企業局管理規程第 6 号

高知県公営企業局職員就業規程等の一部を改正する規程

（高知県公営企業局職員就業規程の一部改正）

第 1 条　高知県公営企業局職員就業規程（昭和28年高知県電気局

管理規程第 8 号）の一部を次のように改正する。

第10条第 1 項第 2 号中「第 2 条第 5 項」を「第 2 条第 6 項」

に改める。

（高知県公営企業局公印規程の一部改正）

第 2 条　高知県公営企業局公印規程（昭和48年高知県企業局管理

規程第11号）の一部を次のように改正する。

別表契印の項中「第 2 条第 5 項」を「第 2 条第 6 項」に改め

る。

（高知県公営企業局職員安全衛生管理規程の一部改正）

第 3 条　高知県公営企業局職員安全衛生管理規程（平成 4 年高知

県企業局管理規程第 3 号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 4 号中「第 2 条第 5 項に規定する病院」を「第 2 条

第 6 項に規定する県立病院」に改める。

（高知県公営企業局事務処理規程の一部改正）

第 4 条　高知県公営企業局事務処理規程（平成 8 年高知県企業局

管理規程第 4 号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第14号中「第 2 条第 5 項」を「第 2 条第 6 項」に改め

る。

（高知県公営企業局職員駐車場の利用料の徴収に関する規程の

一部改正）

第 5 条　高知県公営企業局職員駐車場の利用料の徴収に関する規

程（平成19年高知県公営企業局管理規程第24号）の一部を次の

ように改正する。

第 2 条第 4 号中「第 2 条第 5 項に規定する病院」を「第 2 条

第 6 項に規定する県立病院」に改める。

（高知県公営企業局病院事業財務規程の一部改正）

第 6 条　高知県公営企業局病院事業財務規程（平成19年高知県公
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営企業局管理規程第28号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 3 号中「第 2 条第 5 項」を「第 2 条第 6 項」に改め

る。

第 7 条中「。以下」を「。第32条の 2 第 1 項第 3 号を除き、

以下」に改める。

附　則

この規程は、平成23年 4 月 1 日から施行する。

公 営 企 業 局 訓 令

高知県公営企業局訓令第 2 号

本　　局

各事業所

各 病 院

高知県公営企業局処務規程及び高知県公営企業局公文書規程の

一部を改正する訓令を次のように定める。

平成23年 3 月23日

高知県公営企業局長　長瀬　順一

高知県公営企業局処務規程及び高知県公営企業局公文書

規程の一部を改正する訓令

（高知県公営企業局処務規程の一部改正）

第 1 条　高知県公営企業局処務規程（平成 8 年 8 月高知県企業局

訓令第 1 号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 5 号中「第 2 条第 5 項」を「第 2 条第 6 項」に改め

る。

（高知県公営企業局公文書規程の一部改正）

第 2 条　高知県公営企業局公文書規程（平成16年 4 月高知県企業

局訓令第 3 号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 5 号中「第 2 条第 5 項」を「第 2 条第 6 項」に改め

る。

附　則

この訓令は、平成23年 4 月 1 日から施行する。
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